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労働時間管理の実務と法的留意点について　
今回は労働時間管理について、法改正に即した実務と留意点

をQ＆A方式で解説します。

労働時間把握が義務化されたというのですが、どういう
対応が必要でしょうか。Q

労働時間の管理は、本来的に使用者の義務ですが、法的には
義務とされておらず、労働時間把握の方法についてはガイドライ
ンが定められていただけでした。それが、法改正により、労働安
全衛生法に基づく義務となりました。
原則的には客観的な方法による労働時間の把握が必要とされ

ています。具体的にはタイムカードやＩＣカード等による記録に
より把握することが想定されています。記録については、３年間
保存することも規定されました。
客観的な把握が困難な事情がある場合、自己申告制を利用す

ることも可能とされています。
しかし、自己申告により把握した労働時間が実態と合致して

いるかの調査をしなければならず、かなりの負担がかかります。
上記のようにタイムカードを用いたり、インターネットを利用し
てアクセスが可能な勤怠管理システムを利用することの方が現
実的だと思われます。

時間外労働の上限規制とはなんですかQ
労働者を月４５時間、年３６０時間以上時間外労働させては

ならない、というものです。臨時的・特別な事情がなければ超過
は認められません。違反すると６ヶ月以下の懲役または３０万
円以下の罰金という罰則も規定されています。
臨時的・特別な事情がある場合にはこの上限を超えることも

認められていますが、それでも年７２０時間、複数月（２～６ヶ
月）の平均８０時間以内（休日労働含む）、月１００時間（休日労
働含む）以内、月４５時間を超えられるのは６ヶ月まで、という
制限があります。

業種によって例外はありますかQ
はい。２０２４年（令和６年）３月末日までは、建設業や自動

車運転にかかる事業の場合、適用が猶予されています。
建設業の場合、猶予期間とは災害の復旧・復興を除き上限規

制の適用があります。

３６協定ではどのような点に気をつけなければならない
でしょうかQ

残業代の上限規制は、健康の確保やワークライフバランスの
改善を目的としています。
そこで、３６協定で定める事項についての指針が定められて

います。
労働時間が長くなるほど過労死との関連が強まることに留意

し、時間外労働、休日労働は必要最低限にすることとされてい
ます。
時間外労働・休日労働を行う業務の区分も細分化し、対象と

なる業務の範囲を明確にすることも求められます。
また、限度時間を超える臨時的な特別の事情は「業務の都合

上必要な場合」とか「業務上やむを得ない場合」といった曖昧
不明瞭な記載ではなく、「予算・決算」「ボーナス・年末商戦に
伴う繁忙」といった具体的な記載をすることが求められていま
す。

自動車運転にかかる事業の場合年間上限はさらに延びて
９６０時間とされています。複数月（２～６ヶ月）の平均８０時間
以内、月１００時間以内、月４５時間を超えられるのは６ヶ月ま
でという規定はいずれも適用されません。

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで各地域で対応
しており、企業顧問は千葉県を中心に約60社担当しています。お気軽に、お
近くの事務所へご相談ください。

顧問弁護士のご案内
企業活動において生じる、人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規
事業によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価
格」で社内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】
介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・内装
業、製造業　など

【成田法律事務所】
所属弁護士： 宮崎　寛之（みやざき　ひろゆき）

中央大学法学部法律学科卒業、中央大学法科大学院修了後、
弁護士登録（千葉県弁護士会）。日弁連裁判官制度改革・地域
司法計画推進本部委員。平成29年度千葉県弁護士会常議員。
主に、交通事故、労災事故、相続、離婚、中小企業法務（労務
問題）を中心に活動を行うと共に、千葉県経営者協会労務法

制委員会等の講演の講師も務める。

プロフィール



リーガルプラス東京法律事務所は近隣での移転をいたしました。
以前の事務所から徒歩３分ほどの場所となりますが、東京事務所
ご利用の皆さまにおかれましてはお手間をおかけいたします。
移転後は相談室が2部屋となり、これまで以上にご利用いただき
やすい環境となりました。また事務所が入るビルのお隣は大正13
年創業の純関東風おでんの店「日本橋 お多幸本店」さんがあり
ますので、コロナが収束してからにはなりますが、ご来所前後に
おでんランチやおでんで一杯などもお勧めです。
なお、移転後の電話・FAX番号に変更はございません。どうぞ、
よろしくお願いいたします。

東京事務所移転のご連絡 編集後記
10月中旬にリーガルプラス東京
法律事務所は下記住所に移転い
たしました。引き続き、よろしく
お願いいたします。

【新住所】
〒103-0027
東京都中央区日本橋2-2-3 リッシュビル4階401号
＊電話番号の変更はございません

事務所を
移転しました

交通事故解決事例

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

《事案１》
Ｍさんは、青信号の横断歩道を自転車で横断していたところ、

右側の車線から左折してきた相手方車に巻き込まれ、右手中手
骨骨折等の傷害を負いました。相手方保険会社が治療を終えた
Ｍさんに提示した示談金額は７３万３２００円でした。示談金額
が低いと感じたＭさんは金額が妥当かを判断するため、当法人
にご相談されました。

結果
約２．８倍の増額に成功

交渉内容
相手方保険会社の示談金額の内訳を確認すると、相手方保険

会社は、休業損害を一日５７００円×５２日分、慰謝料を通院日
数×２倍×４２００円で計算していました。ところがこの示談金
額は、最低限の補償を目的とする自動車損害賠償責任保険（以
下「自賠責保険」といいます。）の基準で計算した金額、すなわ
ち、仮に裁判になった場合に認められるであろう賠償額より低い
金額でした。そのため、休業損害と慰謝料に関して増額が見込
めました。
交渉の結果、Ｍさんが専業主婦であったことから、休業損害

を一日１万６３０円×７６．５日分、慰謝料を裁判で認められ得る
金額で示談することができました。
示談金額は、相手方保険会社の提示金額の約２．８倍である

２１０万円でした。

《事案２》
Ｙさんは、バイクで道路を走行していたところ、交差点の左側

からＹさんと同じ方向の車線に左折しようとする相手方車が左
折してきたため、衝突し、左膝蓋骨開放骨折等の傷害を負いまし
た。相手方保険会社が治療を終えたＹさんに提示した示談金額
は４５万６８５３円でした。示談金額が低いと感じたＹさんは金
額が妥当かを判断するため、当法人にご相談されました。

結果
約２．８倍の増額に成功
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交渉内容
これまでにかかった治療費を積算したところ、相手方保険会

社が主張する治療費との相違がありました。相手方保険会社の
計算が誤っていたためでした。このように相手方保険会社の計
算は誤っていることもあるため、相手方保険会社の計算を鵜呑
みにするのではなく、計算が正確かを再計算して確認する必要
があります。また、入院雑費は自賠責保険の基準、慰謝料は相手
方保険会社の独自の基準で計算されていました。そのため、治
療費、入院雑費、慰謝料に関して増額が見込めました。
交渉の結果、治療費を正しい実費で、入院雑費及び慰謝料を

裁判で認められ得る金額で示談することができました。
示談金額は、相手方保険会社の提示金額の約２．８倍である

１２８万１２７３円でした。

さいごに
このように、増額交渉により示談金額が相手方保険会社の提

示額から２倍３倍に増額することもあり得ます。しかしながら、
増額交渉には、相手方保険会社の計算が正しいかの確認ができ
ること、適正な賠償額の基準を知っていること、裁判で認められ
得る額の見立てができること等の専門的な知識や経験が必要で
す。
弁護士に依頼した方が、弁護士費用を支払っても依頼者の利

益になることが多いです。示談で損をしないためにも、増額交渉
は経験が豊富な弁護士に任せることをお勧めいたします。

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで、各地域で対
応しています。交通事故に関する相談件数は、千葉県を中心に年間約560件
の実績※がございます。まずはお気軽に、お近くの事務所へご相談ください。
※2020年1月1日～12月31日

【市川法律事務所】
所属弁護士：永井　龍（ながい　りゅう）

立教大学法学部卒業、法政大学法科大学院修了。弁護士登録
以降、東京都内の弁護士事務所で一般民事や家事事件などの
分野で執務。現在は市川事務所で活動。趣味は写真撮影、好

きな言葉は「正直」。
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